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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　連結ロッド（１９）に固定された可動スラスト部材（２０）は、ポンプハウジング（１
）に定着された磁石シュラウド（１７）の縦軸において軸方向に移動可能であり、連結ロ
ッド（１９）と共に磁化コイル（２）を電気的に駆動（起動）するときに、回復バネ（２
３）の力に抗して磁石シュラウド（１７）に引き込まれ、空隙を低減して前記磁石シュラ
ウド（１７）の穴に引き込まれ、また前記磁化コイル（２）の起動停止後、前記スラスト
部材（２０）は前記回復バネ（２３）によって開始位置に戻り、前記スラスト部材（２０
）および弾性変位部材が起動し、それによって前記磁化コイル（２）の連続的な起動およ
び起動停止の振動運動が実行され、ダイアフラム（１３）は出口弁（１５）および入口弁
（１４）と交互に協働し、縦軸に配置された計量ヘッド（１２）においてポンプストロー
ク（押圧ストローク）およびプライミングストロークを生成し、
　前記スラスト部材（２０）および前記連結ロッド（１９）で構成されるモジュールに関
連付けられた基準素子（３５）の位置は位置センサ（３６）によって検出され、前記位置
センサ（３６）は前記基準素子（３５）の位置と固定関係にある実信号（ＸI）を制御回
路に与える磁気駆動定量ポンプにおいて、
　前記制御回路は前記実信号（ＸI）が入力されると、前記スラスト部材（２０）および
連結ロッド（１９）によって生成されるユニットの運動に対して、所定の名目プロファイ
ル（３８）に従うように制御精度に影響を与えることを特徴とする磁気駆動定量ポンプ。
【請求項２】
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　前記位置センサ（３６）は、非接触原理に従って前記基準素子（３５）の位置を検出す
ることを特徴とする請求項１に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項３】
　前記連結ロッド（１９）に関連付けられる基準素子（３５）および前記位置センサ（３
６）は、前記計量ヘッド（１２）の外部に存することを特徴とする請求項１に記載の磁気
駆動定量ポンプ。
【請求項４】
　前記基準素子（３５）は、光源（３３）からの光線の経路および、それと協働しかつ前
記磁石シュラウド（１７）に固定された前記位置センサ（３６）に影響を与え、受光方式
において動作することを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の磁気駆動定量ポンプ
。
【請求項５】
　前記基準素子（３５）は、影生成体または影生成輪郭であって、前記磁石シュラウド（
１７）上に配置される前記位置センサ（３６）は、一連の受光電荷結合素子（ＣＣＤ）と
いう形態の受光部（３２）から成ることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の磁
気駆動定量ポンプ。
【請求項６】
　前記位置センサ（３６）は、前記磁石シュラウド（１７）上に固定された専用のセンサ
キャリア（３１）上に配置されることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の磁気
駆動定量ポンプ。
【請求項７】
　前記光源（３３）、前記影生成体（３５）または前記影生成輪郭（３５）、および前記
受光部（３２）を、前記影生成体（３５）または前記影生成輪郭（３５）の影が前記受光
部（３２）のラインの上へ投影されるように前記光源（３３）を配置し、測定値は連続的
または断続的に電子制御システム（４４）へ送給されることを特徴とする請求項４に記載
の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項８】
　前記位置センサ（３６）の前記受光部（３２）は、直線的に配置された１２８個の受信
部（ピクセル）から成ることを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載の磁気駆動定量
ポンプ。
【請求項９】
　前記光源（３３）は、前記位置センサ（３６）の受光部（３２）の向かい側に配置され
た発光ダイオード（ＬＥＤ）であって、前記受信部に向けられたその光線は前記連結ロッ
ド（１９）によって妨げられないことを特徴とする請求項８に記載の磁気駆動定量ポンプ
。
【請求項１０】
　前記位置センサ（３６）が出力する値は、影遷移領域における複数のピクセルの輝度を
補間することによって生成されることを特徴とする請求項１～９のいずれかに記載の磁気
駆動定量ポンプ。
【請求項１１】
　前記位置センサ（３６）の信号を処理するときは、フィルタリングを採用することを特
徴とする請求項１～１０のいずれかに記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項１２】
　前記位置センサ（３６）のゼロ位置の誤差は、基準メモリによって解消されることを特
徴とする請求項１～１１のいずれかに記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項１３】
　前記位置センサ（３６）のスケーリング誤差は、１つまたは複数の基準位置によって解
消されることを特徴とする請求項１～１２のいずれかに記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項１４】
　前記位置センサ（３６）の照明変動は、得られたピクセル輝度値を用いて前記光源（３
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３）を制御または調整することによって補償されることを特徴とする請求項１～１３のい
ずれかに記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項１５】
　前記受光部（３２）の個々のピクセル間の輝度変動は、各ピクセルの感度ごとに基準メ
モリを用いることによって補償されることを特徴とする請求項１～１４のいずれかに記載
の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項１６】
　前記位置センサ（３６）から読み取られた前記信号（ｘI）は、制御装置においてさら
に処理され、名目プロファイル（３８）と比較され、
　前記制御装置は、前記磁化コイル（２）に対する電流（ＩM）に影響を与え、ひいては
前記運動に修正を加えることを特徴とする請求項１～１５のいずれかに記載の磁気駆動定
量ポンプ。
【請求項１７】
　前記制御装置は、前記スラスト部材（２０）または前記ダイアフラム（１３）の位置（
ｘI）、速度（ｖI）または加速度に対し、制御装置を用いて前記コイル電流（ＩM）を変
化させる手段により影響を与えることを特徴とする請求項１６に記載の磁気駆動定量ポン
プ。
【請求項１８】
　前記制御装置は、プライミング段階および／または押圧段階の間、前記スラスト部材（
２０）の速度（ｖI）を意図的に減少させて、流れに対する抵抗によって引き起こされる
圧力急低下、例えば、キャビテーションの発生に対処できるようにすることを特徴とする
請求項１６に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項１９】
　前記名目プロファイル（３８）は、オペレータによって前記制御装置へ伝達され、前記
制御装置を用いて、実行されるストローク長に前記磁化コイル（２）を電子的に制御して
、前記スラスト部材（２０）の運動を制限することを特徴とする請求項１６に記載の磁気
駆動定量ポンプ。
【請求項２０】
　前記ストロークを調節する値は、前記位置センサ（３６）を介して計量中の測定によっ
て直接決定されることを特徴とする請求項１６に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項２１】
　前記制御装置は、前記押圧段階の開始および／または終了時において、前記磁化コイル
（２）を制御することにより前記スラスト部材（２０）の速度（ｖI）を制限して、計量
媒体流の速度の急速な変化、または機械的バッファに対する強い衝突によって生じること
がある圧力ピークを回避することを特徴とする請求項１６に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項２２】
　前記制御装置は、前記磁化コイル（２）を制御することによって、前記押圧段階の終了
時に前記スラスト部材（２０）の速度（ｖI）を制限して、低背圧での過度の歪みによる
影響を回避することを特徴とする請求項１６に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項２３】
　前記制御装置は、計量ストロークが非常に低速な場合であっても、前記計量媒体が均等
に施されるようにするために、前記計量ストロークの反復率により決定される時間の間、
前記駆動モータ（２）を駆動することにより、前記押圧段階の間の前記スラスト部材（２
０）の前進運動を分散させることを特徴とする請求項１６に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項２４】
　前記制御装置は、ほとんど連続的な計量をして、すなわち、プライミングおよび次の計
量ストロークとの間に本質的に休止せずに動作するときは、前記計量ストロークにおける
前記ダイアフラム速度をほぼ保持しながら、ストローク長を低減し、かつストローク回数
を増大させた動作にストローク運動を変換させて所望の計量性を生成し、
　および、前記プライミングは、前記空隙ひいては前記電流（ＩM）の要求が小さい場合
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に、前記スラスト部材（２０）が前記回復バネ（２３）により前方の機械的（休止）バッ
ファ上、またはストローク調節ピン（８）上で完全に推される前に、前記磁化コイル（２
）の制御によって終了され、前記スラスト部材（２０）の動きがストローク経路領域内の
みで生じるようにすることを特徴とする請求項２３に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項２５】
　前記制御装置それ自体またはさらに別の制御ユニットのいずれかは、前記スラスト部材
（２０）の制御された前進運動の開始段階の間に、前記電流（ＩM）を観察し、そこから
の力を推測して前記出口弁（１５）を開口することを決定し、また前記観察によってダイ
アフラム（１３）の弾性変形に起因するデッド領域を測定し、かつ前記決定されたダイア
フラム（１３）の変形にしたがって前記ストローク運動を故意に終了することにより、前
記実ストローク経路に影響を与えて、（前記ストロークまたは計量容積に関して）前記ダ
イアフラム（１３）の変形によって引き起こされる誤差を解消し、かつ計量された量の背
圧への依存性を実質的に低減することを特徴とする請求項１６に記載の磁気駆動定量ポン
プ。
【請求項２６】
　前記制御装置は、ストロークモードを低減して動作するとき、前記ダイアフラム（１３
）の弾性変形による前記測定されたデッド領域とは無関係に、前記スラスト部材（２０）
の前進運動の間に実行される前記実ストローク経路に影響を与え、ダイアフラム（１３）
の変形による前記誤差を解消し、計量された量の設定ストローク長比率への線形依存性を
実質的に改善することを特徴とする請求項２５に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項２７】
　前記制御装置は、前記スラスト部材（２０）の前進運動の間に、前記ダイアフラム（１
３）の弾性変形に起因するデッド領域を測定し、前記測定されたデッド領域から動作圧力
を見積もることが可能であり、所定の圧力最大値を超えるときは、計量を調節して圧力が
さらに上昇するのを防ぐことを特徴とする請求項１～２６のいずれかに記載の磁気駆動定
量ポンプ。
【請求項２８】
　前記磁石と電子部品（６、４４）とを含む前記磁気駆動定量ポンプのハウジング（１）
内部は、冷却されることを特徴とする請求項１～２７のいずれかに記載の磁気駆動定量ポ
ンプ。
【請求項２９】
　前記内部およびその中に配置されるコンポーネントを冷却するため、前記磁気駆動定量
ポンプの前記ハウジング（１）の内壁およびその他のコンポーネントだけでなく、前記磁
石シュラウド（１７）および／またはコイル巻線（２９）の壁の周りに空気流（４８）が
向かうファン（４３）を配置することを特徴とする請求項２８に記載の磁気駆動定量ポン
プ。
【請求項３０】
　前記位置センサ（３６）を冷却するため、前記空気流（４８）の一部を、その上に導く
ことを特徴とする請求項２９に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項３１】
　誘導面および／または誘導チャネルは、ストロークカバー（２８）に関連付けられ、前
記空気流（４８）の一部を前記位置センサ（３６）の上に導くことを特徴とする請求項３
０に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項３２】
　さらなる前記空気流（４８）の一部を、前記ハウジングカバー（５）内に組み込まれた
前記電子部品（６）上に導くことを特徴とする請求項２９に記載の磁気駆動定量ポンプ。
【請求項３３】
　前記磁石シュラウド（１７）は、前記ハウジング（１）内部に配置して、冷却目的のた
めにその周囲に向けられる空気流（４７）を有することができることを特徴とする請求項
２８に記載の磁気駆動定量ポンプ。　
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前文にしたがう磁気駆動定量ポンプに関する。
【背景技術】
【０００２】
　その型の磁気駆動定量ポンプは公知であり、追加物を用いて要求に合致させる。それら
は、密閉容積をトランスポートすることで計量を実施する容量測定により動作する。従っ
てストローク当たりの計量容積は、ダイヤフラムの運動での容積における差に一致する。
【０００３】
　このような磁気駆動定量ポンプにおいては、可動スラスト部材を静止磁石シュラウドの
中に取付け、磁化コイルを駆動すると、これが磁石シュラウドの中に引き込まれて空隙が
縮まり、電気駆動のスイッチを切った後、回復ばねによりスラスト部材は開始位置に引き
戻される。連結ロッドはスラスト部材に固定して関連付けられ、運動および力を計量ダイ
ヤフラムに送る。
【０００４】
　最も単純な場合は、ストローク磁石のスイッチを特定の時間だけ入れて、計量ストロー
クを実行する。別の実施態様は、所定の時間プロファイルに従って制御電流を磁化コイル
に供給する。この場合は、磁力従って計量性を再現しやすくなり、主電源の実電力のよう
な電気的パラメータに依存しなくなる。
【０００５】
　ストローク頻度は電気駆動パルスの反復頻度を用いて示される。ストローク長は、例え
ば、ストローク運動の開始点を設定する機械的に調節可能なスピンドルを用いて変えるこ
とが出来る。終点は、磁石が完全に動いたときに示される。１つの可能な実施態様におい
ては、ストローク調節ピンがポンプハウジングのねじ山にねじ込まれ、外側から触れるこ
との出来る較正ノブを有し、その背部は磁石シュラウドに固定され、またはその位置が磁
石シュラウドに対して固定される。
【０００６】
　ダイヤフラムの運動は、有効な力の組合せにより生じる。スイッチを入れた後、結果と
して磁流および作成される力が最初は上昇し、自己誘導により遅くなる。連結ロッド上に
ダイヤフラムおよび回復ばねが生成する力を克服すると、スラスト部材は動き始める。空
隙が縮まると対応する磁力はさらに上昇する。スラスト部材は速やかに加速し、一般的に
存在するＯリングにより抑制されるだけで、シュラウドに衝突する。運動全体は数ミリ秒
以内で実行され、計量媒体のため極めて高い瞬間速度、および動作圧力の２倍を超える高
圧ピークを結果として生じる。
【０００７】
　ダイヤフラムは剛体ではなく、その上に計量媒体の圧力が動作するとき屈曲領域におい
て特定の量だけ弾性的に変形する。変形の量は、有効ストローク運動に対して失われるの
で、その結果、動作圧力の増加に伴って計量の量が低減する。この低下性は、通常の使用
において計量精度が許容するより遙かに顕著である。従って、磁気駆動定量ポンプは通常
、広範囲の動作圧力にわたって所望の精度で使用することは出来ない。その上、較正によ
り起こる誤差は、さらなる較正を含む場合、悪影響を及ぼす。前述の較正測定は、特に活
性化学物質を使用するとき使用中に実動作条件下で、実施しなければならないが、それは
極めて困難なステップである。
【０００８】
　現在の磁気駆動は、数個の簡単な部品を有するだけなので製造は容易であるが、適用は
比較的限られており、モータ駆動ポンプと比較して計量工程における油圧性に関して不利
な点がある。例えば、ギヤまたはカムを用いて送られるモータ駆動は、より多くの適用を
有し、多くの工程に対して計量性を有するが、作成するのは遙かに高価である。
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の特別な目的は、計量工程の油圧性に関する公知の欠点を克服し、可変で、より
大きい動作範囲を、その利点、すなわち容易で安価な製造、を損なうことなく磁気駆動定
量ポンプに提供することにある。さらに、スラスト部材および関連付けられた連結ロッド
の運動は、計量工程自体が調節可能であるよう、製造により生じるあらゆる欠陥または弾
性ダイヤフラムの不利な特性を考慮に入れ、かつ制御システムによって補償されることが
出来るように、名目細目に合致させなければならない。位置インジケータは、アセンブリ
における変動および／または位置測定に関する作業中に起こる問題を搭載電子部品を用い
て補償することが出来るように構築されなければならない。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　問題は、スラスト部材および連結ロッドが構成するモジュールに関連付けられる基準素
子によって解決する。その位置は、位置センサを用いて検出し、位置センサは基準素子の
位置と固定関係にある実信号を提供する。スラスト部材および連結ロッドが形成するユニ
ットの運動は、その制御精度の点で所定の名目プロファイルにしたがうよう、制御回路の
影響を受ける。
【００１１】
　制御システムおよび位置センサは、連結ロッドを伴うスラスト部材の運動を捕捉して、
これを所定の運動プロファイルで移動させる。この関連で、名目条件から開始して、制御
システムは、可能な最良の方法で計量を実施し、例えば、ダイヤフラムの特性のためなど
で起こる不正確さを除去するために、設定すべき適切な運動を判定し、次いで位置センサ
から得られる運動測定を用いて運動を制御して磁化コイル電流に影響を与える。
【００１２】
　位置センサが非接触原理に従って動作すると、センサの非摩耗動作が保証される。この
ことは、定量ポンプの使用寿命の間の膨大な数のストロークのため、好都合であり、かつ
事実上必要である。
【００１３】
　連結ロッドに関連付けられた位置素子が、計量ヘッドに面する終点で、かつ計量ヘッド
の外部に存するときは、位置センサのためのスペースの点で、可撓性が増大する。
【００１４】
　基準素子が、光源の光路に影響を与え、かつ磁石シュラウドに固定され、感光受信部と
して動作する位置センサがそれに協働すると、定量ポンプの使用寿命の間に実行される膨
大な数のストロークのために重要な非摩耗動作が確保され、それらに触れることなく可動
部が一掃される。このような配置のさらなる利点は、位置センサに関するこのような構造
が、磁石近くでセンサを動作するとき避けることの出来ない浮遊磁界を原理的に感応しな
いことである。
【００１５】
　基準素子が、影生成体または影画定体であり、協働して磁石シュラウド上に固定される
位置センサが一連の受光電荷結合素子から構成されるとき、このような配置は位置センサ
によって満たされなければならない重要な受光性を有する。第１に、この配置は非摩耗受
光機能原理に基づいて動作するので浮遊磁界に感応しない。第２に、このようなセンサは
実用的に直線性の欠陥がない。
【００１６】
　位置センサを、磁石シュラウドに固定される、それ自体のセンサキャリア上に配置する
とき、このような配置は、モジュールとして予めアセンブリされて試験をすることが出来
るので、アセンブリが容易になる。センサキャリアを絶縁でないプラスチック部品で形成
するときは、これに加えて、磁石シュラウドからのセンサ素子の電気絶縁が簡単になる。
【００１７】
　位置素子、影生成体または影画定輪郭、および位置センサが、ライトボックス状の配置
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を構成し、測定が連続的に、または段階的に電子制御システムへ送給されるとき、このよ
うな配置は、位置データを電子制御システムに適切な割合で提供する。
【００１８】
　位置センサの受光部が、直線的に配置された１２８個のピクセルが好適な、多数の受信
部（ピクセル）から成るとき、このような配置は、照射セルおよび非照射セルとの間にあ
る影のエッジを判定することにより、位置を容易に判定することが出来るので、明らかに
、受信部モジュールのセルの分割に等しい分解能を有する。
【００１９】
　光源が、位置センサの向かい側に、受信部に向かうその光線が連結ロッドにより擾乱さ
れないよう配置される発光ダイオード（ＬＥＤ）であるときは、廉価なＬＥＤが高度の光
分解能に非常に重要な点光源に近く、ほとんど使用寿命が無限であるという利点を有する
。これを位置センサの向かい側に連結ロッドを越えて配置することで、光源および受信部
との間に大きい距離を作成するが、これは、関連する光線の射出角を素子の取付位置に対
して比較的無関係にする。
【００２０】
　位置センサ（３６）のための開始値を、影遷移領域にある複数のピクセルの輝度値を補
うことにより生成するときは、位置センサのための開始信号についての分解能は、それが
ＣＣＤ受信部のセルの機械的ピッチにより判定されるときより、精細になる。
【００２１】
　1位置センサからの信号を処理するとき、フィルタリング手段が採用されると、位置セ
ンサの干渉に対する抵抗が改善される。
【００２２】
　アセンブリにおける変動および、例えば、加熱中またはベアリングの摩耗といった動作
中の機械的変位、に関する位置センサの感度は、基準メモリを用いて位置センサのゼロ位
置誤差を除去するか、または１つまたは複数の基準位置を含むことにより位置センサのス
ケーリング誤差を除去することで低減する。
【００２３】
　位置センサの照射における変動は、ピクセルについて得られる輝度値を用いて光源を制
御または調整することにより均等にすると、モジュールパラメータにおける変動に対する
位置センサの感度が低減する。
【００２４】
　受光部の個別ピクセルの間の輝度における変動を、各ピクセルの感度に関する基準メモ
リを組み込むことにより補償すると、受光部上の汚れの影響が低減する。
【００２５】
　制御装置が磁化コイルに対する電流に影響を与えて運動を修正するとき、位置センサか
らの信号を、制御装置でさらに処理して名目値と比較すると、ダイヤフラム運動に関する
この故意の影響力を利用して、例えば、低速計量などのため、部分ストロークについての
押圧補償および／または計量精度のため、有利な計量の油圧性を達成するかまたは改良す
ることが出来る。
【００２６】
　制御装置が、スラスト部材の位置、速度、または加速度に対し、制御装置を介してコイ
ル電流を変化することにより影響を与えると、それが真の計量タスクの要求に合致すると
き、適切な制御方法の利点を利用することが出来る。ダイヤフラム速度を制御することに
より、計量媒体の実流速を直接制御することが出来る。これは、例えば、低速プライミン
グにおけるキャビテーションを避けるのに必要である。一方、ダイヤフラム位置を制御す
ることは、ほぼ静止した状態を制御することが出来ることを意味する。この場合は、経路
信号の微分により得られる速度に関する情報が、極めて小さくなるので、もはや制御装置
により正しく処理することが出来ない。ダイヤフラム位置を制御することは、この問題を
回避するので、例えば、電子ストローク長の制限または低速計量のためなどに好都合に使
用される。ダイヤフラムの加速度を制御することは、移動質量の加速は磁力の直接反映で
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あって磁流とは間接的であるから、調整が容易なので好都合である。
【００２７】
　制御装置が、プライミング段階および／または押圧段階にスラスト部材の速度を故意に
低減すると、流れに対する抵抗またはキャビテーションの作成により生じる圧力損失の影
響が弱められる。例えば、レシチンなど、高粘性の媒体を計量するとき、流速が高過ぎる
と、弁の中のような、狭い場所に大きい圧力低下を生じる。これらの圧力低下は、駆動装
置からの追加電力の形で克服しなければならないが、ダイヤフラム速度を制御することに
より低く保つことが出来る。加えて、低減された流速における流れ騒音も効果的に低減で
きる。塩素系漂白剤のような、容易に気化する媒体を計量するとき、高過ぎる流速を使用
するときは、計量媒体の蒸気圧以下に低下することにより、特にプライミングの間にキャ
ビテーションが頻繁に生じ、その結果、機械的摩耗が増大する。プライミング段階および
／または押圧段階においてダイヤフラム速度を制御することは、この現象を好都合に避け
る。
【００２８】
　操作者が所望のストローク長を制御装置に通信し、制御装置を使用して磁化コイルを電
子的に制御することにより、スラスト部材の運動を実行するストローク長にまで制限する
ときは、機械的な調節素子を概して施すことが出来る。スラスト部材の運動を、最大スト
ローク長であっても、機械的バッファに達することなく、電子的に制限するときは、吸収
Ｏリングもなしで施すことが出来る。
【００２９】
　ストローク調節を設定する値は、計量中の測定を用い、位置センサを介して直接判定す
ると、付随する搭載素子を機械的に位置決めするための追加センサを施すことが出来る。
【００３０】
　制御装置が、押圧段階の始まり、および／または終了のとき、例えば、ストローク運動
の第１または最後の第３において、計量媒体流の速度における急速な変化によりまたは機
械的バッファに対し激しく衝突することにより生じることのある圧力ピークを回避するよ
う磁化コイルを制御することにより、スラスト部材の速度を制限すると、さもなければ必
要な脈動減速材のような追加付属品を施すことが出来ることを意味する。
【００３１】
　制御装置が、押圧段階終了時のスラスト部材の速度を、磁化コイルを制御することによ
り、過度の歪みを避けるよう制限するときは、計量精度が、特に低い背圧において、実質
的に改善される。
【００３２】
　制御装置が、計量ストロークの反復率によって与えられた時間だけ磁化コイルを駆動す
ることにより、計量媒体が出来るだけ滑らかな方法で、例えば、数分の持続時間の極めて
遅い計量ストロークにおいてでさえも、分配されるよう、押圧段階中のスラスト部材の前
進運動を分配するときは、計量媒体における濃度変動を実質的に避けることが出来る。
【００３３】
　連続的な計量モードにおいて、すなわち、プライミングおよび次の計量ストロークとの
間で実質的に中断がなく動作するとき、制御装置が、ストローク運動を、ストローク長が
低減し、かつストローク頻度が増大したストローク運動に変化させ、計量ストロークにお
けるダイヤフラム速度をほぼ同一に保って、所望の計量性を提供する。また、スラスト部
材が回復ばねにより完全に前方機械的休止バッファ上に推進される前に、スラスト部材の
運動が、空隙および磁流要求（ＩＭ）が小さいストローク運動領域内でのみ生じるように
磁化コイルを制御することにより、プライミングを完了するとき、時間を基準にして、要
求される電気的駆動および結果として発生する熱損失が低減する。
【００３４】
　スラスト部材の制御前進運動の開始段階の間、制御装置それ自体またはさらなる制御装
置のいずれかが、磁流を観察し、電力プロファイルを推測して出口弁の開放を瞬間的な電
力プロファイルから検出し、この観察からダイヤフラムの弾性変形のため生じるデッド領
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域を測定し、次いでダイヤフラム変形の関数としてストローク運動を故意に停止すること
により、ダイヤフラムの（ストロークまたは計量容積に関する）変形により寄与される誤
差を除去し、背圧に対する計量された量の依存性を実質的に低減するよう、実ストローク
経路に影響を与えるときは、計量精度が改善する。この改善は、動作圧力のためダイヤフ
ラムの弾性変形により生じる誤差を、前述の変形が計量に寄与しないよう、除去すること
により達成される。計量された数量の動作圧力に対する依存性の低減によって、さもない
と、動作圧力のような動作パラメータを著しく変更するとき必要な再較正が施される。磁
流を観察することによるダイヤフラム変形のための補償は従って、特に磁気駆動定量ポン
プに対しては、利用可能な信号から推測することの出来る実電力要求をよく反映し、余分
な測定は必要がないので、好都合である。
【００３５】
　低減ストローク長を用いて動作するとき、ダイヤフラムの弾性変形によって測定された
デッド領域とは無関係にスラスト部材の前進運動の間に実行する実ストロークが、ダイヤ
フラムの変形による誤差を除去するように、および設定されたストローク長の比率に対す
る計量数量の線形依存性を実質的に改善するよう、故意にストローク運動を終了すること
による制御装置の影響を受けると、このことが、この場合の計量精度を増大する。この改
善は、動作圧力によるダイヤフラムの弾性変形を通じて起こる誤差を、前述の変形の量が
計量に寄与しないので有効なストローク長は機械的に設定された長さに厳密には比例しな
いよう、除去することにより達成される。最後に、上でおこなった記述はここに関連する
。
【００３６】
　制御装置が、スラスト部材の前進運動の間に、ダイヤフラムの弾性変形を通じて起こる
デッド領域を測定し、それを用いて動作圧力を見積もるとき、また、圧力の所定最大値を
超過するときに、計量を調節して圧力がさらに増大するのを避けることが出来るときは、
過剰圧力は計量工程の間に有利に検出して制限することが出来る。こうして、過剰圧力リ
ミタなどのような現在まで必要であった追加付属品は、定量ポンプがこの工程で唯一の圧
力を増大する装置であるならば、施すことが出来る。
【００３７】
　磁気駆動定量ポンプの中で生成される熱は、磁石および電子部品を含むハウジングの内
部を冷却すると、効率良く分散させることが出来る。これにより、例えば、低速のダイヤ
フラム運動における連続計量など、大量の熱を生成する動作を実施することが出来る。
【００３８】
　内部とその中に配置されるコンポーネントとを冷却するため、磁石および／またはコイ
ル巻線の壁と同時に磁気駆動定量ポンプのハウジングおよび他のコンポーネントの内壁の
周りに空気流が向かうファンを配置すると、磁石または前述のコンポーネントによって生
成される熱は、内部の空気、従ってハウジングに直接導かれる。向けられる空気流は、高
熱の部品の熱伝達抵抗を改善するので、ハウジング内部の空気温度に関する温度上昇を低
減する。ハウジングの全表面にわたる熱を均等に分散するため、直接冷却の無い場合より
、表面のより大きい部分がヒートシンクとして作動する。ハウジング表面およびポンプの
中のコンポーネントのピーク温度は、従って冷却の無い場合より低い。
【００３９】
　空気流の一部を位置センサ上に導いてそれを冷却するときは、その温度が本質的にハウ
ジング内部の空気温度に保たれる。位置センサは、磁石のかなり近くに取り付けられて測
定での誤差を有利に避けるので、このような測定がなければ、磁石はこの装置の中では群
を抜いて最大の熱消費源なので、ファンを用いる冷却がないと、ハウジング内部の一般的
な空気温度より遙かに高温の磁石とほぼ同じ位の高温になる。
【００４０】
　空気流の一部を位置センサ上に導く誘導面および／またはチャンネルをカバーの蓋に関
連付けるときは、空気流がさらに容易に位置センサ上に向かう。
【００４１】
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　空気流の一部をさらに、ハウジングカバーに取り付けられる電子部品上に向けるときは
、その温度が本質的にハウジング内部の空気温度に保たれる。ハウジングカバーの中に設
けられた電子部品も磁石に比較的近く取付けられるので、この測定が無いと、それらは磁
石により加熱されて、冷却しないときの温度はハウジング内の全体の空気温度より遙かに
高くなる。
【００４２】
　磁石シュラウドを、ハウジング内部で、空気流がその周辺をかすめることが出来るよう
配置すると、ファンによる磁石の冷却がさらに容易になる。
【００４３】
　コイル巻線が、増大するワイヤ断面のため低減された巻数を有すると、磁石スラスト部
材の運動を制御するとき、必要に応じてコイル電流を急速に変化させることが出来る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４４】
　ここで本発明の実施態様および若干の適用を詳細に記述する。
　図１は、磁気駆動定量ポンプ（ＭＤ）を通じた縦断面を示す。磁石近く（上面）にリブ
３が提供されて加熱面への接触を防ぐハウジング１は、その下面に床板４を有する。一般
に公知のように、ハウジング１の上部領域は駆動磁石の磁石シュラウド１７を含む。ハウ
ジングの１つの面は、ハウジング１上に設定され固定されたハウジングカバー５を用いて
閉じる。ハウジングカバー５の中心には、実質的に回転対称の磁石の縦軸１８と同心で、
手動で調節可能な調節部材７が、カバーと一体化しており、スラスト部材２０、および従
ってダイヤフラムポンプのストロークの軸方向移動を制限するストローク調節ピン８を調
節する。調節部材７およびその他の操作素子はフード９が保護する。フード９の下方には
、制御ワイヤ１０または主ケーブル１１のための接続がある。フードの反対側には、計量
ヘッド１２がありその中に、プラスチックなどから形成されるダイヤフラム１３が張り詰
めてある。計量ヘッド１２はまた、入口弁１４および出口弁１５も有し、ダイヤフラム１
３と計量ヘッド１２との間の計量チャンバ１６の中に入口弁１４を介して導入される計量
媒体を、出口弁１５を通じて計量チャンネルの中に推す。磁気駆動定量ポンプは容量測定
的に作動する。すなわち、所定の容積をストローク毎にプライミングして、出口弁１５を
通じて推す。ダイヤフラム１３は、駆動装置を通じて振動運動で移動する。「磁気駆動定
量ポンプ」の記述が示すように、ダイヤフラム１３のための駆動装置は、回転対称磁石シ
ュラウド１７で形成される電磁石であり、その中には回転対称の磁化コイル２が一体化さ
れている。磁化コイル２は、プラスチックから形成する回転対称コイルキャリア１５から
形成され、これにエナメル導線から形成する複数のコイルから成る巻線２９を巻き付ける
。磁化コイルは、例えば、約１ｍｍ径のワイヤを有するコイル８００巻などである。コイ
ルキャリアおよび巻線は適切に配置し、ホイルのような、さらなる絶縁物質を用いて絶縁
することが出来る。磁石シュラウド１７は、堅固な回転対称物体で、磁石シュラウド１７
からスラスト部材２０までの磁気回路を閉じる磁石板２５と共に、スラスト部材２０を、
そのスラスト部材の中心に配置される連結ロッド１９で囲む。この連結ロッドはスラスト
部材２０と共に軸方向に変位可能である。ストローク調節ピン８の片側に対し、連結ロッ
ド１９および調節部材７が、手動で調節可能なストローク調節装置として作動する。連結
ロッド１９の反対側の端部は、弾性ダイヤフラム１３と協働する。連結ロッド１９のスト
ローク調節ピン８に面する部分において、スラスト部材２０は連結ロッドに固定される。
ダイヤフラム１３のコアは、連結ロッド１９の計量ヘッド１２に面する部分上で連結ロッ
ドに固定される。連結ロッド１９およびスラスト部材２０は、磁石シュラウド１７の中心
に位置するブッシング２６の中に、軸方向に変位可能に取付ける。スラスト部材２０に面
する磁石シュラウドの面２４の中には、Ｏリング２１があり、これは、磁石シュラウドの
反対側内面２４に対して衝突するスラスト部材の内面２２によって生じるあらゆる衝撃を
吸収する。さらに、磁石シュラウドの面２４には、スラスト部材の面２２に面する穴の中
に、例えば渦巻きばねなどの圧縮ばね２３がある。これは、磁石が制御されないとき、ス
ラスト部材を磁石シュラウド２４の内面から、２つの面の間に空隙が形成されるように離
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しておく。磁石シュラウドは、ストローク調節ピン８に面する側に、磁石板２５を有する
。これは、ネジまたは押込金具を用いて磁石シュラウドに固定してあり、磁石シュラウド
からスラスト部材までの磁気回路を閉じる。回転対称のスラスト部材の外面は、さらなる
ブッシング２７の磁石板２５で、軸方向に変位可能である。磁石シュラウド上には調節装
置の側にカバー２８が固定してあり、ストローク調節ピン８を取付ける。このカバーは、
一方ではスラスト部材の運動を妨害しないよう磁石シュラウドおよびスラスト部材から充
分に遠く、他方ではファン４３によって生成される空気流を位置センサ３６上に向けるよ
う形成される。調節装置、ストローク調節ピンおよび連結ロッドは、縦軸１８の中に同心
に配置される。磁化コイル２に電流を供給すると、スラスト部材２０は、空隙を狭めなが
ら圧縮ばねに向かって移動する。同時にダイヤフラムは計量チャンバ内に推され、計量チ
ャンバ内に過剰圧力を生じ、例えばばね式ボール弁などの出口弁１５が開き、計量媒体が
計量ラインに推される結果となる。このとき磁石が起動停止すると、スラスト部材は、例
えば渦巻きばねとして形成することの出来る圧縮ばね２３により反対方向のストローク調
節ピンまで移動し、その結果、ダイヤフラムに関連付けられる連結ロッド１９がダイヤフ
ラムを移動し、計量チャンバ１６の中に圧力低下を生じ、これが、計量チャンバの中に計
量媒体のさらなるバッチをプライミングすることが出来るよう、入口弁１４を開く。磁石
駆動によるダイヤフラムの交互振動運動により、計量媒体が計量ラインに推される。
【００４５】
　連結ロッド１９、スラスト部材２０，およびダイヤフラム１３が形成するユニットの位
置は、位置センサ３６を用いて検出する。そこからの信号は、この位置に対し所定の関係
にある。この関係は、例えば、厳密な比例関係などであろう。位置センサ３６からの信号
は、従って、それを採用する可動ユニットの部分の位置に絶え間なく関係する。この固定
点は、この場合は抽象的な、基準素子を用いて形成する。位置センサの要求に従って、組
込む付加的な実素子として形成することもあるが、スラスト部材２０上などといった要求
されるコンポーネントのうち１つのエッジまたは面など、単に独特の形状から成ることも
ある。
【００４６】
　この実施態様においては、磁石シュラウド１７が、その上に固定するセンサキャリア３
１（図６の説明図も参照）を有し、その片側に縦方向を向く受光ＣＣＤセル３２（荷電結
合素子）を付け、向かい側に例えば発光ダイオードなどの光源３３を付ける。
【００４７】
　磁石シュラウドに固定するセンサキャリア３１は、中を連結ロッド１９が通過する中央
開口部３４を有する。連結ロッド１９がセンサキャリア３１を貫通する部分には、影画定
体３５として、基準素子を固定する。連結ロッド１９が振動するにつれ、影画定体３５も
移動し、受光セル３２上をそれに接触することなく通過する。軸方向の平面図を示す図５
において特に示されるように、光源３３は、受光セル３２までの途上で、光線が連結ロッ
ド１９により遮断されないように配置しなければならない。これは、例えば、光源３３を
連結ロッド１９上または下に配置し、受光ＣＣＤセル３２の線を、連結ロッド１９の軸内
に配置することを意味する。図７において特に示されるように、光源３３の影画定体は、
受光セル３２上に影を投影し、これがセルを照射（ｈ）セルと非照射（ｄ）セルとに分割
する。例えば、約８ｍｍの距離にわたる１２８個のピクセルの、長軸１８に平行な方向を
向く受光セルの列は、部分的にのみ照射されるかまたは遷移領域における影の中に入るの
で、図８に示す遷移状態ＳＶを生じる。図８に示す矩形面の高さは、ピクセルの輝度をあ
らわす。図１０を参照して後述する特殊な工程は、影画定体の位置および従って連結ロッ
ドおよび従ってダイヤフラムの位置を正確に判定するため遷移状態を活用する。連結ロッ
ド側上の影画定体、および向かい側の光源を有するセンサキャリア側上の受光ＣＣＤセル
から成るこの測定装置は、振動する連結ロッドの実位置または速度を測定し、この情報を
活用して記述された機能を実施するのに役立つ。
【００４８】
　ダイヤフラムを振動移動で移動するよう設定する連結ロッドは、機械的なストローク長
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に対応する距離をストローク毎に補う。アセンブリにおける変動を許容するためには、受
光ＣＣＤセルの縦方向の広がりをある程度大きくしなければならない。これは、想定され
る別の位置センサ全部についても原理的に当てはまる。
【００４９】
　図３および図４に詳しく説明されるように、センサと制御装置が形成する制御回路は、
以下の機械的および電気的なコンポーネントを必要とする。二つのダイアグラムにおいて
使用する略語は以下を意味する。
　ｘｓ：スラスト部材の位置に関する名目値
　ｘＩ：スラスト部材の位置に関する実値
　ｘＳＩ：スラスト部材の位置に関する偏差
　ｖｓ：スラスト部材の速度に関する名目値
　ｖＩ：スラスト部材の速度に関する実値
　ｖＳＩ：スラスト部材の速度に関する偏差
　ＳＧ：コントローラ出力
　ＫＳＧ：修正されたコントローラ出力
　ＩＭ：磁流
【００５０】
　磁気駆動の静止部分は、スラスト部材２０と連結ロッド１９が形成するユニットのため
の挿入されたベアリングブッシング２６または２７をそれぞれが有する磁化コイル２およ
び磁石板２５を有する磁石シュラウド１７から成る。その運動を制御すべき磁気駆動の移
動部分は、駆動素子としてのスラスト部材２０およびダイヤフラムコア３０が固定された
連結ロッド１９から成る。回復ばね２３は、動作ストロークの後、スラスト部材を引き戻
してプライミングを動作する。ダイヤフラム１３の外側リングは、計量ヘッド１２に固定
して取付けられ、ダイヤフラムの中に差し挟まれるその金属製ダイヤフラムコア３０は、
スラスト部材として計量ヘッドの中でダイヤフラムの中心面を移動する。入口弁１４は計
量ヘッドのプライミング側で閉じ、出口弁１５は圧力側で閉じて、それぞれが外部配管と
の接続の可能性を提供する。基準素子は、例えば、計量ヘッドに面する端部で連結ロッド
１９に接続し、その位置は、現在の場合、接触せずに動作する位置センサ３６を用いて検
出する。示された実施態様では、板の形において基準素子は影画定体３５であり、位置セ
ンサは一連の受光セル３２と協働する上述の光源３３を含むライトボックス状の配置であ
って、これは板３５の位置をその影により接触せずに受光的に判定する。
【００５１】
　位置センサ３６は、基準素子の位置に比例する実信号ｘＩを作成する。速度コントロー
ラの場合、これはこの実施態様において、時間微分器３７（ｄｘＩ／ｄｔ）を通じて送給
されるので、速度に比例する実信号ｖＩを追加して作成する。ダイヤフラム速度に比例す
る信号を生成することの出来る別の方法も、制御ステップに適しているのは明らかである
。制御のタイプおよび計量要求次第で、位置ｘｓまたは速度ｖＳの名目値３８に関する時
間依存プロファイルを生成する。分散比較３８は、変動を位置変動ｘＳＩ＝（ｘｓ－ｘＩ

）または速度変動ｖＳＩ＝（ｖＳ－ｖＩ）として判定し、その結果はＰＩＤコントロール
（比例、積分および微分コントロール）に与えられる。出力、すなわちコントローラ出力
ＳＧ、は駆動の値に対応する。コントローラの安定性を改善するには、磁石が前進するに
つれ所定の力に対して必要とする電流が次第に少なくなるとの事実を、さらなる処理に先
行して位置修正４１が考慮する。位置修正４１は、開始信号４から位置比例分数を差し引
いて起こる。ＰＩＤコントローラ４０が修正コントローラ出力ＫＳＧを生成する。増幅器
４２が電力レベルを維持してコイルに必要な電流を供給する。位置依存電流修正の程度は
、名目値の実電流への変換および必要なときは速度信号ｖＩの形成のための偏差定数を、
３つの比例係数ｋ１、ｋ２、ｋ３によって設定される。位置依存修正のための係数ｋ１は
、電流低減の程度が出来るだけ磁石の安定状態に近いように選択される。増幅器のための
ｋ２または速度信号偏差のためのｋ３の２つの係数は、使用する寸法のため利用可能な最
良範囲を用いる動作のような、実用的な考慮から選択することが出来る。
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【００５２】
　図３は、位置レギュレータのための制御回路を示し、図４は、速度コントローラを用い
る時の制御回路を示す。記述される制御回路は、位置ｘＳまたは速度ｖＳについての名目
値に関する所定の時間依存プロファイルを、その可能な制御調整との関連で明確に伝える
。
【００５３】
　位置、速度または加速度に関する実際のプロファイルの確立、およびこれらの動作モー
ド間の切り替えは、後述のように、例えば、制御速度、達成可能な精度など、コントロー
ラの機能制限を考慮に入れて生じる。
【００５４】
　このような制御を用いて、ダイヤフラム１３の所望の速度を予め定め、従って計量媒体
の有効な流速を制御するために、磁気駆動定量ポンプを使用することが出来る。
【００５５】
　こうしてダイヤフラム位置を直接制御することが出来る。この機能により、選択する計
量工程の段階、および必要であれば静止しているときにおける位置を取得することが出来
る。
【００５６】
　位置インジケータを用いて運動を制御することにより、制御されない動作と対照的に、
時間とともに出現する変化、または環境的な配慮または変動、すなわち、連続生産におけ
る統計的偏差のため生じる動作パラメータにおける変化に対応することが出来るので、そ
の損傷作用を最小にすることが出来る。引用することの出来る実施例は、ダイヤフラムの
剛性または計量媒体の粘性である。両者とも、ダイヤフラム面に動作圧力を作成するため
の力に対し、追加しなければならない磁力を必要とする。それらの効果を判定し、続いて
磁流を調整することにより、これらの損傷作用を補償することが出来る。プリセットされ
た磁流を有する調整しない磁気駆動定量ポンプは、制御して安定に保っていても、このよ
うな作用を被る。
【００５７】
　さらに、位置インジケータを用いて移動を制御することは、調整のない動作における自
発的な計量工程と対照的に、後述する内部および外部の作用に反応すること、および計量
において特定の油圧条件を活用または回避することの出来る動作条件を確立できる。ある
実施例は、後述の、プライミングにおけるキャビテーション保護である。
【００５８】
　上述の型の磁気駆動定量ポンプに関する個別の実装例をここで記述する。このポンプは
、磁化コイル電流を制御して調節することによりダイヤフラムの運動に影響を与えること
の出来る位置センサを有する。
【００５９】
　これらの適用の可能性を記述するため、図１４乃至１９は、適切な計量工程に関するオ
シログラムを示す。各ダイアグラムにおいて、上方の曲線Ｐｏｓは、ダイヤフラム運動を
０．５ｍｍ／区画のスケーリングで示し、バッファ終点ＥＰｏｓが、図の上部のエッジで
ある。Ｐｏｓ曲線の上昇部分は、計量ストロークに相当し、下降部分はプライミングに相
当する。下方の曲線ＩＭは、１Ａ／区画のスケーリングで付随する磁流を示す。ゼロライ
ンＩＭｏは、ダイアグラムの下部のエッジにある。図１４および図１５乃至１９における
 “Ｐｏｓ”、“ＥＰｏｓ”、“ＩＭ”および“ＩＭｏ”の記述は、格別に説明しないけ
れども、類似の意味を示す。
【００６０】
高粘性媒体における流量損失の回避
　ダイヤフラム１３の速度を、特に高粘性媒体（例えば、レシチン）で調整すると、弁お
よびその他の狭い場所における流量損失を制限することが出来る。このような媒体におけ
る高流速は、流れ抵抗の結果としての追加圧力低下を通じて計量精度に負の影響を有する
。加えて、ここでは、弁の開閉に多くの時間がかかると、速度が制限されるため好都合で
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ある。両方の効果が高粘性媒体における計量精度を改善する。
【００６１】
　これを達成するには、計量工程全体の間、ダイヤフラム速度を選択可能な最大値に制限
する。この最大速度は、とりわけ、計量しようとする実媒体の粘性によって決まり、例え
ば、操作者によって選択された適用次第で決まるか、または直接的に提供されるいくつか
の所定の値としてである。
【００６２】
キャビテーション保護
　容易に気化する媒体（例えば、塩素系漂白剤）を用いるときは、とりわけプライミング
に際してだけではなく計量ストロークにおいても、流速が高過ぎると、蒸気圧の局所的な
低下により限定された地点でキャビテーションを生じることがある。これは、とりわけ、
計量媒体の化学組成およびその温度に依存し、摩耗を増大する結果となる。キャビテーシ
ョンも、プライミング、すなわち、ダイヤフラムの戻りの間の速度を、実質的に臨界流速
より下の速度の値に調整することで回避できる。磁石のための制御回路を用いて抑制力を
設定し、回復ばね２３の力に対して作用させ、ダイヤフラム速度を媒体の速度に対応する
速度、例えば、１ｍｍ／５０ｍｓ、に制限する。
【００６３】
　図１４は、１つの実施例として、４００ｍｓのストローク周期、２ｍｍのストローク長
および１０バールの名目動作圧力のための、プライミングに際し積極的なキャビテーショ
ン保護を有するこの計量工程のオシログラムを示す。
【００６４】
　図１５は、同一条件で、自由なプライミングのための計量工程に関するオシログラムを
示す。
【００６５】
　図１４におけるプライミングの間、磁化コイルを駆動することにより、速度は約１ｍｍ
／５０ｍｓの値まで、制限されている。すなわち、回復ばね２３が駆動するダイヤフラム
が、設定速度より早く戻って駆動されるのを制御装置が防ぐ。ダイヤフラムは、これを確
立するプライミング段階の間の磁流を示している。図１５においては、プライミング段階
の間、磁石は駆動されず－この場合、この段階の間、磁流は流れていない。これは結果と
して、キャビテーションを生じることのある遙かに高い速度を生じる。
【００６６】
電子的なストローク長調節
　本発明により、ストローク長を調整するための機械的装置（調節部材７およびストロー
ク調節ピン８）を施すことが出来る。この目的で、制御装置は所望のストローク長を、例
えば操作者の入力によって伝えられる。所望のストローク長が実行されると、ダイヤフラ
ム１３が到達する位置が格納されて、プライミング段階に戻される。ダイヤフラムは、出
口弁１５が閉じるのに十分な時間を与えるため、名目ストローク長が指示する位置で一寸
停止するか、または名目ストローク長を実行した後すぐに戻る。
【００６７】
　図１６は、１つの実施例として、４００ｍｓのストローク周期および１０バールの名目
動作圧力のための０．９ｍｍの電子的に制限されるストローク長を有する計量工程のため
のオシログラムを示す。図から分かるように、ダイヤフラムは、図の上方のエッジにある
終点バッファまで完全には移動しないで、０．９ｍｍだけ移動した後停止し、続いてプラ
イミング手順を実施する。
【００６８】
ストローク長に関する調節制御の位置検出
　先行技術の定量ポンプは、変位チャンバ（ストローク長）で設定される容積から直接に
計量ストロークを計量全容積に計算し、かつこれを例えば、容積流量などとしてｌ／ｈユ
ニットで表示することにより動作することが多い。このような機能のためには、操作者が
設定するストローク長に関する知識が必要となる。ストローク当たりに計量する容積がそ
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れにより決まるからである。この理由のため、先行技術の定量ポンプでは、ストローク調
節装置の位置は別個のセンサを用いて電気信号に変換して、制御システムが読取らなけれ
ばならない。実用的な実施態様のための１つの実施例は、ストローク調節部材上のｒｐｍ
リーダを用いるものであろう。
【００６９】
　定量ポンプが制御する運動は、搭載された位置センサを用いてストロークの間の実ダイ
ヤフラム経路を検出することが出来るので、追加のセンサを必要としない。機械的バッフ
ァに到達した後に測定出来る終点位置における２つの位置の間の差を作成することにより
、運動が停止するとすぐに、ストローク長を直接計算して、次の処理に適用することが出
来る。
【００７０】
圧力ピークの回避
　先行技術の磁気駆動定量ポンプにおいては、出口弁が開くときに、この出口弁が突然開
くので、計量媒体はかなり急速に加速され、その結果圧力ピークを生じる。さらに、先行
技術の磁気駆動定量ポンプにおけるダイヤフラムおよび従って計量媒体は、ストローク運
動の最後の部分において特に、極めて急速に縮小する空隙を通じて移動する。このことは
、スラスト部材がバッファに対して激しく衝突し、瞬間的に高い流速すなわち圧力ピーク
を生じることを意味する。
【００７１】
　記述するような運動を制限する磁気駆動定量ポンプは、出口弁が開くまでのおよび終点
バッファに到達する僅か前までの速度を故意に低減し、計量スラスト部材をバッファの僅
か前の経路の最後の部分で抑制することにより、これらの負の効果を回避することが出来
る。変動においても、バッファに衝突しない可能性があるが、ダイヤフラム運動をバッフ
ァに到達する僅か前に故意に停止する。従って、Ｏリング２１は省略するかまたは寸法を
実質的に小さくすることが出来る。その上、作動音が大幅に低減する。
【００７２】
　図１７は、１つの実施例として、４００ｍｓのストローク周期、２ｍｍのストローク長
および１０バールの名目動作圧力を有し、終点バッファに対して衝突を抑制する計量工程
に関するオシログラムを示す。ダイアグラムで示されるように、ダイヤフラムの速度は、
ダイアグラムの上端の終点バッファに到達する前に、約０．６ｍｍ／５０ｍｓの値まで低
減する。
【００７３】
過度の歪みの回避
　先行技術の磁気駆動定量ポンプにおいては、極めて低い背圧では過度の歪みを生じる。
これは、計量ストロークの最後の終点において、出口弁は即座には閉じないで、計量媒体
はその慣性に関連付けられる高速に起因した一種のサイフォン効果によりさらに計量ヘッ
ドを通じて流れ、早まって入口弁を開けて出口ラインに余剰な量の計量媒体が到着するよ
うになるため生じる。過度の歪みのため、非制御のポンプは、例えば、２－３バールなど
の、最小動作圧力以上でのみ使用することが出来る。これを保証するため、出口計量ライ
ンに圧力保持弁を通常取付ける。
【００７４】
　運動制御磁気駆動定量ポンプを用いると、終点バッファに到達する僅か前または計量ス
トローク全体の間のダイヤフラムの電子的制限が、過度の歪みに関わるサイフォン効果を
実用的に完全に回避する。定量ポンプの動作範囲は、従って低い動作圧力まで拡大し、ほ
とんどの実用的な計量状態において圧力保持弁を省略することが出来る。
【００７５】
　この運動は、それが特に低い動作圧力での状態に関するものは例外として、図１７に示
すものに相当する。
【００７６】
濃度における変動を回避する低速計量
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　処理媒体流と良く混合することが必要とされる適用のためには、計量媒体の工程へ出来
るだけ均等に施さなければならない。
【００７７】
　運動制御磁気駆動定量ポンプを用いると、計量ストロークの反復頻度が示す利用可能な
時間を、プライミングの後の残り時間を僅かな休止までであっても差し引くよう、分配す
ることが出来るので、前進運動のため最大まで活用することが出来る。調整すべき速度は
、従って、通過する経路（設定されたストローク長）と利用可能な時間から計算する。利
用可能な時間の使用量は、計量要求および冷却設計の特性次第で決まる。冷却設計は、ほ
とんど妨害されない磁気駆動によって生成される熱の増大を受け入れなければならない。
【００７８】
　図１８は、１つの実施例として、５００ｍｓのストローク周期、２ｍｍのストローク長
および１０バールの名目動作圧力を用いる低速の計量モードにおいて、ここでは減速プラ
イミングと組合せてキャビテーションから保護する計量工程のためのオシログラムを示す
。ダイアグラムから分かるように、５００ｍｓの全体ストローク周期を、約２５０ｍｓ以
上の押圧ストロークと約１８０ｍｓ以上のプライミングストロークに調節しており、これ
が一緒になって４３０ｍｓまたはストローク周期全体の８６％を占める。残りの７０ｍｓ
を利用して運動段階を分離する。
【００７９】
　特殊な適用は、極めて少量を極めて長い周期にわたって出来るだけ均等に計量し、ほと
んど連続的な計量を作成する可能性をも必要とする。これらの場合のため、先行技術にお
いては、モータ駆動定量ポンプを採用する。これは、例えば、ステップモータとセルフロ
ッキングギヤを有する。このような定量ポンプにおける完全なストロークは、低減回転速
度を用いるかまたは中間休止時間をいくつかのステップに分配して実施し、完全ストロー
クの終点において完全な（迅速な）プライミング段階を実施し、その後、記述する方法で
計量工程を継続する。
【００８０】
　本発明は、簡単で従って高価でない磁気駆動定量ポンプの構造により、これらの要求を
満たすことが出来る。ダイヤフラム１３は、制御される方法により極めて低速でストロー
ク経路に沿って動作させ、ストロークの終点において、すべてのプライミング段階を名目
速度で実施し、全部のストローク周期のほとんど全部が押圧ストロークに使用されるよう
にしなければならない。この速度は、例えば、Ｉｍｍ／ｍｉｎから１ｍｍ／ｓおよびそれ
以上など、極めて広い範囲に入れることが出来る。
【００８１】
　１つの実施態様においては、部分的な運動の間に、ダイヤフラム１３を定常位置に保つ
短い休止を挿入することが出来る。これは、大きい緊張を出力弁１５に作成し、極めて遅
く、静止に近い運動では利用することが出来ないと明白に定義される条件を有する出口弁
１５が提供される。このような変形における熱負荷は、直線的移動バージョンと実用的に
同等である。両方の場合に、動作圧力は有効な準静止磁石を使用するからである。
【００８２】
　さらなる実施態様は、前の場合のようなストローク運動を小さい部分移動に分割し、そ
の間の静止段階において、出口弁１５を明白に閉じてそれにより同時に静止段階の間の磁
力要求を低減するため、ダイヤフラム１３も小さい脱負荷経路だけ逆行させて、熱負荷を
低減できる。部分的なストロークは次いで、この脱負荷経路の量まで完了するので、全体
では不変のストローク経路を実行するようになる。脱負荷経路は、ダイヤフラムの（圧力
依存）変位経路をより短くして、逆行、またはそれによる精度の低減で、部分的なストロ
ーク間に部分的なプライミングが実施されるのを防がなければならない。これらの実施態
様は、以下に記述する押圧補償との関連で有利に動作する。これは、ダイヤフラムの変形
を測定し、従って脱負荷経路を実際条件により良く合致させることが出来るからである。
【００８３】
押圧補償
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　制御運動を用いると、制御システムは、外部（時間依存）の力がカバーする任意の点に
おいて、磁流と平衡状態（すなわち、静止状態）にある。
【００８４】
　この磁流要求は、瞬間電力からおよびスラスト部材２２の内面と磁石シュラウド２４の
内面との間に残る空隙の結果として生じる。図１９に詳しく示すように、計量ストローク
の間に、性電流ＩＭを生じる。示されるオシログラムは、例えば、ストローク長２ｍｍに
分割され名目動作圧力１０バールの約２．０ｓにわたるストロークに伴う電流を示す。ス
トロークの終点において、より遅いプライミングを実施し、下に記述する観察に関する結
果では生じていないキャビテーションに対し保護する。図に関する時間スケーリングはよ
り遅いストロークを反映する。
【００８５】
　下方の曲線ＩＭは、初めは、ダイヤフラム１３が移動を開始するまで電流の比較的急激
な上昇を示す。少しのオーバースイングの後、最大電流に達するまで連続運動に伴って電
流は上昇する。この点から、電流は残りの経路全体にわたって、終点バッファＥＰｏｓに
達するまで実質的に直線的な方法で低減する。プライミング段階においては、ダイヤフラ
ムが早過ぎて戻るのを追加の電流が保護して、キャビテーションから保護する。この特性
工程から以下の結論を引き出すことが出来る。
【００８６】
　？？　電流の初期急速上昇（ダイアグラムでは時間０から８０ｍｓまで）は、ゼロ時に
　　　　は電流の変化を受けることの出来ない磁化コイル２の誘導的行動、および初めは
　　　　要求された運動に調節しなければならない制御装置の速度により生じる。増大す
　　　　る電流は、外部の力を克服するまで磁力を増大するのでスラスト部材２０はダイ
　　　　ヤフラム１３と共に移動を開始する。この段階で、磁界は徐々に増加する。
【００８７】
　？？　初期の制御調節の後、実際の最大電流までのほぼ直線的な上昇（ダイアグラムで
　　　　は４０ｍｓから４００ｍｓまで）は、定常力および低減する空隙のため磁流が低
　　　　減しなければならないので、電力要求を増大する。この段階で、出口弁１５が未
　　　　だ閉じている計量チャンバ１６においては、内圧が連続的に上昇し、ダイヤフラ
　　　　ム１３は次第に増大する力を行使して弾性的に変形する。この工程において、ダ
　　　　イヤフラムのコア３０は、計量チャンバ１６内を移動して、圧力を増大し、ダイ
　　　　ヤフラムの弾性的な屈曲領域は、ダイヤフラムコアの運動に対し同一程度だけ圧
　　　　力を掛ける。計量媒体は実用的に圧縮不能でこの時点では両方の弁が閉じている
　　　　ので、ダイヤフラム１３はそれ自体で変形し、全体では事実上変形は起こらな　
　　　　い。この段階の終わりにおいて、チャンバ圧力は外部の動作圧力に相当する。こ
　　　　れまでにトラバースした経路は、ダイヤフラム変形、すなわち計量開始時のデッ
　　　　ド領域に相当し、実際には計量に寄与しない。実位置は格納されて、次の計量工
　　　　程において計量変形として考慮される（例において、デッド領域は０．３ｍｍで
　　　　ある）。
【００８８】
　？？　平衡点において、圧力側出口弁１５が開く。ここで、ダイヤフラム１３での圧力
　　　　は事実上外部の動作圧力と同等でそれ以上は上昇しないので、その結果磁流は、
　　　　残りの空隙が低減し、かつ連続する運動が続く（ダイアグラムでは４００ｍｓか
　　　　ら）ために定常の力が生成される。記述する工程を使用するときの計量媒体の流
　　　　速は無視出来るほど小さいので、圧力変動は生じないで、電流プロファイルはこ
　　　　こでも磁力を反映する（図１９参照）。
【００８９】
　？？　平衡に達し出口弁１５が開いた後の磁流は、もはやここに記述したダイヤフラム
　　　　変形の測定には関係がない。ダイヤフラム変形を測定するとき、１つの実施例と
　　　　して、電流最大値の測定に最適化されている速度に関する名目値を用いて、初め
　　　　に直線的な前進運動を制御することが出来る。その上で、捕捉して格納した直後
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　　　　に、ダイヤフラム変形を、記述した機能のうち１つの要求に合致する変位運動経
　　　　路に、切替えることが出来る。１つの実施例として、ストロークの初めに、ダイ
　　　　ヤフラムの変形に対して比較的短い時間周期が測定され、残りの利用可能な時間
　　　　に実計量ストロークが低速計量として実施されることが出来る。
【００９０】
　磁流を観察することにより測定するダイヤフラムの変形は、ここで機械装置ストローク
長ＨＬを修正することが出来、実行すべきダイヤフラム経路に計算することが出来る。こ
の目的で、電流が最大である点を計量のための実際の開始点として確立する。この点から
所望のストローク長を実行し、次いでストロークは、スラスト部材２０が磁石シュラウド
２４の内面に衝突することにより、機械的終点バッファの前で終了する。名目圧力下での
動作圧力のために、ダイヤフラムの変形はより小さく、スラスト部材のため可能な機械的
経路の最後の部分は使用しない、すなわち、空隙は完全には閉じない。
【００９１】
　ダイヤフラム変形は、とりわけ、材料性に依存するので、経年によりまたは製造におけ
る変動により変化する。ダイヤフラム変形における修正は、モジュールパラメータから導
出される所定の値を使用するのではなく、ストローク毎に新たに実際条件を捕捉するので
、これら２つの側面が考慮に入る。
【００９２】
　磁流を捕捉することは出来るが、実際は必要ではない。増幅器４２が、修正コントロー
ラ出力ＫＳＧを磁流として、係数ｋ２を用い磁石コイル電流ＩＭに変換するので、修正コ
ントローラ出力ＫＳＧを磁流の反映として直接的に使用することが出来る。また、これは
、制御システムからの信号からさらに測定をすることなく、次の処理のため使用すること
が出来る。
【００９３】
部分ストローク動作のための計量精度の改善
　磁流の観測により弾性を基礎にするダイヤフラムの変形を決定する上述の工程は、部分
ストローク動作の間の精度を改善することも出来る。
【００９４】
　先行技術の磁気駆動定量ポンプについては、計量は、圧力に依存するだけでなく、部分
ストローク条件の下では機械的ストローク長に厳密には比例しない。さらに、有効な計量
は、初期デッド領域の後のみのストロークにおいて、ダイヤフラム変形が最大である点か
ら始まる。計量プロファイルを機械的ストローク長に応じて示す安定状態特性が生成され
ると、デッド領域ｘＴ１、ｘＴ２、ｘＴ３、．．．ｘＴｎに相当する最小ストローク長の
後の本当のドーズ量を示すのみの直線的な上昇曲線が生成される（図１２を参照）。この
最小ストローク長は、ダイヤフラム変形に相当するので、動作圧力Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３、．
．．Ｐｎ次第で決まる。
【００９５】
　静止状態性におけるこのシフトｘＴ１、ｘＴ２、ｘＴ３、．．．ｘＴｎは、本当の作業
条件下での先行技術の再較正を意味する。現在のストローク長が実質的に変化する限り、
新しい計量性は、現在のおよび新しいストローク長からの比例計算による十分な精度で判
定することは出来ない。
【００９６】
　上述のダイヤフラム変形を補償と、部分ストローク動作モードにおける比例誤差も除去
することが出来るので、定量ポンプは、例えば、２０％から１００％までの実用的に有用
なストローク長の範囲にわたって、指定された計量精度を確実にするためには、例えば、
１０％以上までストローク長の調整を必要とする先行技術において今まで必要であった再
較正を実施することなく、動作させることが出来る。
【００９７】
電気的寸法を用いる動作圧力の見積り；電子的圧力制限；過剰圧力の検出
　ダイヤフラムの材料性に関する値を規定することにより、上述のダイヤフラム変形の測
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定は、以下に述べる追加の機能を実施するため、動作圧力に関して充分に正確な結論を引
き出すことが出来る。
【００９８】
　非調整の先行技術の磁気駆動定量ポンプは、ストローク運動の間に駆動磁石が発達させ
る力が、空隙の低減によって急激に増大するという、基本的性質を有する。磁流は、開始
点の力、すなわち、大きい空隙を有する力が名目動作圧力に充分であるよう測定される。
ストローク終点においては、この力の倍数が適用される。これは、例えば偶然に閉鎖され
た閉塞部材など、欠陥のある配管に対し、ポンプは、部分ストロークに対して低減したス
トローク長で動作しているとき、最大動作圧力より遙かに上の圧力に発達するとの結果を
有する。
【００９９】
　位置センサを用いてダイヤフラム運動を制御しダイヤフラム運動を調整する磁気駆動定
量ポンプにおいては、しかしながら、スラスト部材の位置、従って残りの空隙の長さは、
常時知られている。駆動磁石の既知の現在の力の経路静止状態性と共に、発達する最大の
力を全経路にわたってほぼ一定の値に制限するよう、計量ストロークの間制御回路が磁石
を駆動することの出来る最大電流を、実際のダイヤフラム位置に動的に合致させることが
可能である。従って、発達する最大圧力はいっそう精密で設定された部分ストローク長と
は無関係なので、多くの場合に条件を制限された追加の圧力使用を施すことが出来る。
【０１００】
　本発明の適用は、定量ポンプ用制御システムのため、測定を通じて、過剰圧力に関する
知識を確保して、外部条件に関する知識がなくとも、警報の生成および／またはポンプの
停止など、この条件に対し反応できるようにすることを可能にする。
【０１０１】
　前述の機能の精度は、ダイヤフラム全体の上での、基本的材料性の再現性次第で決まる
。この精度は、作成段階または実際の適用における一回限りの較正により増大することが
出来る。この較正においては、既知圧力で定量ポンプを駆動して、この既知圧力とダイヤ
フラム変形との間の関係がさらなる計算の基礎を形成する。
【０１０２】
　制御システムと共に、位置インジケータに関する上述された可能性は、例えば、連結ロ
ッドまたはスラスト部材上で、位置センサを使用することにより、全体のストロークおよ
びプライミング工程の間、ダイヤフラムの実位置を判定してモニタリング出来ることを示
す。位置を確立してモニタリングすることは、実値を測定する方法により工程を精密に制
御することが出来るという事実に導き、記述された利点を結果として生じる。
【０１０３】
磁石および追加のコンポーネントの冷却
　先行技術の磁気駆動定量ポンプと対照的に、連続した電流作動のための実質的に長い時
間に対しての磁化コイル２の遅い計量のような、規定された作動モードにおいては、遙か
に高い熱損失を結果として生じる。特にプラスチック製ハウジングの中に取り付けられた
とき、熱伝導の問題を生じる。磁気駆動定量ポンプは、典型的な使用において、活性化学
物質に対し感知しにくくするため、散水保護プラスチック製ハウジングの中に取り付けら
れることが多い。これらの場合、制御磁気駆動定量ポンプには、空気を交換することなく
ハウジング壁を通じて熱を導くことによる冷却を保証しなければならない。
【０１０４】
　先行技術の磁気駆動定量ポンプを用いると、磁石シュラウド１０がハウジング１と熱伝
導接触するその上面を出来るだけ多く有するよう、磁石はハウジング１の中に設けられる
。この接触は、例えば、ハウジングの製造においてハウジングを磁石の周りに注入するこ
とにより改善することが出来る。この面によって、磁石シュラウド１７からハウジング１
の内壁へ部分的に熱放散が生じる。別のコンポーネントからの熱と共に磁石からの熱の他
の部分は、ハウジング内部でハウジング内の空隙に分散され、これを温める。熱は、対流
によりハウジングの内壁に伝えられ、そこから磁石からの熱が直接結合される部分と共に
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、ハウジング１の壁を通じて導かれ、最後に、このハウジングの外壁から対流により外気
に分散される。専ら対流による複数の遷移、および磁石シュラウド１７のハウジング１と
の、例えば、不良に形成されるプラスチック製ハウジングのエッジといった噛み合いによ
る、通常は熱接触が良くないために、先行技術の非制御動作においては磁石が非常に熱く
なり、温度は１００℃を超えることがある。ハウジングの外壁は、磁石の上部の領域にお
いて特に高温であるが、ここは通常、とりわけ、接触に対する保護として作用するリブを
有する。この場合、全表面の小さい部分、すなわち、リブの背の上部のみ接触することが
出来る。接触に際してハウジングのリブ３は、平滑面が接触するときに比べ、遙かに少な
い熱しか表皮に伝達しないので、ハウジングの温度は遙かに低いと思われる。リブはまた
、比較的小さい空気チャンネルを形成して対流を妨害し、それによりハウジングの熱放散
に悪影響を与え、これが表面および内部の温度を増大する。
【０１０５】
　本発明の磁気駆動定量ポンプでは、上に概説した問題のため、今まで使用された構造は
、熱の除去に関しては遅いストロークを用いても不十分である。遙かに効率の良い熱放散
が必要で、これはファンを用いて内部空気を導くことにより達成される。図１３は、冷却
構想をより詳細に示す。ハウジング１の上部において、磁石を数個の、この場合は３個の
、連結金具５０を用いて、その周辺の出来るだけ多くを覆って、磁石シュラウド１７およ
びその面がハウジング１から、例えば、少なくとも５－１０ｍｍの小さい隙間を有するよ
う中心に集める。ハウジングの下部には、電子制御システム４４およびファン４２がある
ので、ファンは、磁石シュラウド１７およびコード化された搭載電子モジュール４５の周
りを移動する空気の循環流４７を生成する。ファン４３は、後述のように、電子制御シス
テム４４のためのモジュール、またはハウジング１の中の独立モジュールであることが出
来る。当然ながら、ファンは別の場所に位置付けされることも出来るが、重要なことは、
熱がハウジングの内壁に対し出来るだけ均等な方法で運ばれ、次いで熱の放散のため使用
されるので、熱が送り出されることを空気運動が保証することである。ファンはハウジン
グの外側にあってそれに密封してあることも注意しなければならない。
【０１０６】
　連結金具５０および磁石シュラウド１７とハウジング１との間の空間は、磁石の全表面
を覆って出来るだけ効率良く空気流４７を向けて、空気をハウジング１の内壁の全部分に
向ける１つまたは複数の空気流チャネルを形成する。磁石からの熱は、この実施態様にお
いて、純粋の対流より遙かに効率よく内部空気に分散され、強力な乱気流もそれをハウジ
ング１の壁に導く。ここで重要なのは、先行技術の構造と対照的に、加熱された磁石に接
触するハウジングの領域だけでなく、本発明の適用は、ハウジングの全表面が均等に温め
られるので、熱を周囲の空気に分散するのに役立つことを意味することである。ハウジン
グ表面の極めて高温の領域、特に先行技術のポンプでの磁石の上方は、こうして回避され
るので、例えば、ハウジングリブ３は、触れることができる接触面を最小にするために施
すことが出来る。これは、ハウジングリブ３に関連付けられる対流問題も消滅するので、
ハウジングからの熱放散をさらに改善する。
【０１０７】
　ここに記述する詳細な実施態様においては、カバー２８を作成して、これが空気流４７
の一部を位置センサ３６に導き、この空気流の一部をさらに１つまたは複数の出口開口部
１６にまで導くようにする。位置センサは（高温の）磁石近くに取付けるので、位置セン
サは特に高温にさらされる。受動的な先行技術型の冷却では、熱放散が悪いため磁石は非
常に加熱されるので、位置センサ３６は、磁石の表面温度に近いと想定される。有向空気
流を用いる本発明の冷却を用いると、位置センサ３６の温度が、内部空気温度近くに保た
れることを意味するので、特に連結ロッド３１を構築するときは、これがセンサ素子（Ｃ
ＣＤ受信部３２および光源３３）を磁石の金属部分から、熱的に充分に隔離することに注
意しなければならない。これは勿論、ハウジングカバー５の中に設けるあらゆる電子部品
（６）にも当てはまる。これも、その上に空気流４９の一部を向けて冷却する。
【０１０８】
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位置センサ
　既に論じたように、記述した実施態様における位置インジケータのための基準素子は、
位置を検出するための延長した連結ロッド２０の上にある影画定体３５であって、その影
をＣＣＤセル３２（電荷結合素子）のラインの上に投影する。実施例においてさらに詳細
に記述した、位置を検出する能動位置センサは、計量ヘッドに向けられたスラスト部材の
側面の上にある。光源３３はＬＥＤで、受光部はＣＣＤセル３２を有する電子モジュール
で、これはこの場合、中間部分、すなわち、センサキャリア３１上に取付ける。センサキ
ャリア３１上に位置センサ３６を取付けることにより、作成工程において独立モジュール
として扱うことが出来るので、例えば、予め別個に組み立てられ、最終構築場所から離れ
て試験をすることが出来る。さらに、記述したライトボックス状の配置は、非接触で従っ
て非摩耗のセンサを構成する。
【０１０９】
　基本的機能にとって、センサの場所は重要でない。場所は、空間、アセンブリ順序など
のような、構造的配慮により判定することが出来る。さらに、ここで固定して取付けると
記述される部品（光源３３、受信部３２）および連結ロッドと共に移動すると記述される
部品（影画定体３５）とは、機能を交換することが出来る。
【０１１０】
　この実施例において、ＣＣＤモジュール３２は、マイクロプロセッサを含み、かつ要求
される制御信号を生成する評価ユニットを用いて制御される。マイクロプロセッサの代わ
りに、評価ユニットはＤＳＰ（デジタル信号処理装置）または別個の技術から生成される
ことも出来る。
【０１１１】
　光源３３には、充分に狭い光点を作成する限り、任意の素子を使用することが出来る。
図７に示す幾何学的形状と共に、この幅が影領域ＳＶを判定する（図８も参照）。
【０１１２】
　光源３３はまた、数個の素子または線光源によって構成され、影ＳＶは、特定の要求を
満たすように生成される。１つの実施例は、運動方向において鮮明度に影響しない高輝度
の生成である。
【０１１３】
　ＣＣＤライン３２は、Ｍ個の受光部（以下ピクセルと表示する）の直線的な配置で、こ
れらを数μｍのピッチＲで規則的な配列で配置する。１つの実施例として、６４μｍ離し
て約８ｍｍの全長となる１２８個のピクセル、すなわち、Ｍ＝１２８およびＲ＝６４μｍ
がある。
【０１１４】
　評価ユニットが作成する制御信号が、ＣＣＤライン３２の個々のピクセルが入射光をＣ
ＣＤモジュール内の増幅器で積分して後の処理のため格納する間に、照射時間を設定する
。積分は、照射周期全体にわたってだけではなく、ピクセル毎の受光面全体にわたっても
生じる。照射後、ピクセルに対する輝度値を、次の制御信号がアナログ値としてＣＣＤモ
ジュールから順に読取って、評価ユニットが捕捉する。
【０１１５】
　照射と輝度値の読取は、最も簡単な場合には交互に生じる。市販のＣＣＤライン構築に
よっては、両方の手順を同時に実施する可能性を有するものもある。この場合、これらは
積分された照射測定を格納して、直ちに次の測定のため積分器を開放する。次の手順のた
めの、照射段階の間の測定結果の同時出力は、測定速度を増大することが出来る。
【０１１６】
　図８のダイアグラムは、具体的な実施例において影響を受けたピクセルの領域における
実際の影を積分した輝度値Ｈを示す。影領域ＳＶは、この実施例において、ピクセル＃６
０から＃６３まで拡張する。
【０１１７】
　簡単な評価手順として、判断閾値Ｈｖ（図８では破線で示される）を、例えば、最大輝
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度の半分に設定し、影遷移領域における輝度値Ｈが最初に閾値Ｈｖを下回るピクセルを求
める。実施例では、これはピクセル＃６２である。
【０１１８】
　別の実施態様においては、ピクセル数を非照射ＣＣＤセルから照射ＣＣＤセルへ増大さ
せ、輝度を逆方向にすることが出来る。これは、光源３３，ＣＣＤモジュール３２，およ
び影生成体３５素子の配置により、および採用されるＣＣＤモジュール３２の内部組織に
よって決まる。この場合は、最初に閾値を超える輝度を有するピクセルが、求められるピ
クセルである。
【０１１９】
　照射、読取および処理の３つの段階の後、位置の値が作成される。３つの段階の総使用
時間が、位置の値を取得する頻度を判定する。測定分解能は、個別のコンポーネント間の
取付け距離により与えられる幾何学的関係Ａにより修正されるＣＣＤセルのピクセルピッ
チＲである。
　幾何学的関係Ａについては（図９を参照）
　ｓ＝影画定体の実運動
　ｓ’＝影画定体のＣＣＤ平面に投影される運動
　ｘ２＝受光影画定体および光源との間の距離
　ｘ３＝ＣＣＤ面および光源との間の距離
　とするとき、
　Ａ＝ｓ’／ｓ＝ｘ３／ｘ２

である。
【０１２０】
　この手順はピクセルを計数することにより位置を判定するので、デジタルな手順である
。モジュール感度などの直線的パラメータにおける偏差またはシフトは、アナログ手順に
比較した結果に対して実用的に影響がない。幾何学的関係Ａを実用的な値について判定す
ると、アセンブリにおける変動も小さな影響しかない。ｘ３＝２１ｍｍでｘ２＝２０ｍｍ
の実用的な実施態様においては、比Ａについて１．０５の名目値が得られる。すなわち、
影画定体３５素子の特定距離だけの移動は、ＣＣＤセル３２の平面において１．０５倍高
い影領域ＳＶのシフトを生成する。係数ｘ３についてのアセンブリ変動、すなわち、ＣＣ
Ｄセル３２の光源３３からの距離の可能な変動を、±０．３ｍｍと想定し、許容範囲の上
限におけるｘ３＝２１．３ｍｍでｘ２＝２０ｍｍを有するアセンブリを仮定すると、この
場合は幾何学的関係Ａは１．０６５となる。この実施例における幾何学的関係は、１．０
６５／１．０５＝１．０１４すなわち＋１．４％だけ変化する。この偏差は、例えば、生
成に際しての、単一較正により容易に除去することが出来る。直線性はほとんど専ら、チ
ップ幾何学的形状におけるピクセルピッチの精度によって判定されるので、偏差は０に近
いほどに小さい。
【０１２１】
　影画定体３５の位置および従ってダイヤフラム１３の位置を判定する上述の方法は、既
に極めて正確で直線的位置の値を示すけれども、補間によりさらに精密な位置分解能を生
成することが出来る。この拡張された実装例において、ピクセル輝度Ｈの評価は、ピクセ
ルの輝度値を決定閾値の領域において補間して、例えば、ピクセル６１および６２との間
などで、ピクセルピッチＲより細かい位置分解能を生成する。この目的は、輝度プロファ
イルが決定閾値Ｈｖと交わる位置を判定して、この交点に対し位置尺度の上で、ピクセル
の中間で正確にピクセル数に対応するｘの値を与えることである。
【０１２２】
　この目的で、決定閾値Ｈｖの左と右の２つのピクセルが求められ、この閾値からの輝度
値の距離？Ｈが判定される。図１０または図１１に示すように、
　？Ｈｌ＝Ｈｌ－Ｈｖ

　？Ｈｒ＝Ｈｒ－Ｈｖ

である。
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【０１２３】
　隣接する２つのピクセル、この実施例では＃６１と＃６２、それぞれの中心軸からピク
セル幅の倍数で交点まで計算される距離？ｘが、交点の左にあるピクセル＃６１（左隣接
ピクセル）に関する輝度？Ｈと次の関係を形成する。
　？ｘｌ／（？ｘｌ＋？ｘｒ）＝？Ｈｌ／（？Ｈｌ＋？Ｈｒ）
　（？ｘｌ＋？ｘｒ）＝１（１ピクセル幅）であるときは、
　？ｘｌ＝？Ｈｌ／（？Ｈｌ＋？Ｈｒ）
【０１２４】
　求められる交点の右にあるピクセル＃６２（右隣接ピクセル）に関しては、次の関係が
保たれる。
　？ｘｒ／（？ｘｌ＋？ｘｒ）＝？Ｈｒ／（？Ｈｌ＋？Ｈｒ）
　（？ｘｌ＋？ｘｒ）＝１（１ピクセル幅）であるときは、
　？ｘｒ＝？Ｈｒ／（？Ｈｌ＋？Ｈｒ）
【０１２５】
　この実施例において、交点は６１．７の値にある。補間領域における輝度が理想的直線
にしたがうときは、両方の計算は同一結果を生成するので、原理的には、２つの計算のう
ち１つが実施されれば良い。しかし、両方の計算を実施して結果を平均すると、その結果
は、考慮している遷移領域における正確には直線でない輝度プロファイルを通じて、また
は不正確な測定を通じて起こる、予期しなければならない誤差を最小にすることが出来る
。
【０１２６】
　別の実施態様においては、非照射および照射ＣＣＤセルに関する交点のどちらか一方の
条件を交換することが出来る。この場合は、左および右のインジケータがその機能を適切
に交換するので、補間の方程式は付随して変えなければならない。
【０１２７】
　さらに、２つより多いピクセルからの輝度値を用いる、別の実施態様も可能である。こ
のときは、重複する複数の計算により幾つかの結果を平均して、位置を判定する。別の可
能な実装例においては、ここで説明した以外の直線的な補間または直接隣接以外のピクセ
ルからのデータを用いる補間を使用することが出来る。
【０１２８】
　モジュール感度のような直線的パラメータにおける偏差およびシフトは、補間領域内の
結果に影響を有するのみである。ＣＣＤ平面上にある影画定体の投影の鮮明度から結果と
して生じる影遷移領域における輝度プロファイルの傾斜は、それにより補間が広く影響を
受けることはないので、余り重要でない。補間の精度のためには、輝度プロファイルの直
線性のみが重要である。
【０１２９】
　上述の補間方法とは無関係に、記述された基本原理に基づく、別の手順をセンサ性の改
善のため使用することが出来る。これらの手順を以下に記述する。
【０１３０】
　？？　フィルタリングによる干渉に対する抵抗の改善
　センサの干渉に対する抵抗は、フィルタリングにより改善することが出来る。フィルタ
リングは、ピクセルに対する輝度値、および位置判定の結果自体に対して、適用すること
が出来る。最初の場合、手順は、幾つかのピクセルまたは幾つかの経路にわたって平均さ
れた輝度を用いて、動作する。また第２の場合は、最初に判定される幾つかの位置結果を
、推測された位置の値に集積し、次いでこれを次の処理に使用する。
【０１３１】
　？？　アセンブリにおける変動についての補償
　例えば、実計量ストロークの前の休止段階など、定義された段階において、この段階に
対する位置の値を判定して基準メモリに格納する。能動運動段階の間、前に判定された基
準値に関する位置の値を処理される。この手順により、生成中に生じる休止位置のアセン
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ブリの変動および動作中の偏差、例えば熱膨張、を自動的に補償して精度を改善すること
が出来る。
【０１３２】
　？？　スケーリング誤差についての補償
　さらなる代替案において、基準位置と称される２つまたはそれ以上の既知の位置を、位
置センサのスケーリングに使用することが出来る。これは生成中または試験手順中に一度
だけ若しくは動作中に反復生じることがある。
【０１３３】
　最初の場合は、例えば、ピッチ位置または外部の測定器具など、外部に存する器具を用
いて基準位置を提供する。これらの基準位置から測定する位置の値から、基準位置の実位
置に関する知識と共に、位置センサのスケーリングに関する補正値を判定して次の処理の
ために格納することが出来る。
【０１３４】
　反復スケーリング判定の第２の場合は、例えば、機械的バッファなど、既知の位置また
は追加の利用可能な器具からの基準信号が位置の判定に必要である。ダイヤフラムが動作
中に、このような既知の位置にあるとき、この場所から測定する位置の値は、位置センサ
のスケーリングのための補正値を生成することが出来るので、次の処理のため格納するこ
とが出来る。
【０１３５】
　？？　受光パラメータについての補償
　さらなる実施態様においては、完全に照射されたピクセルの輝度値を利用して、照射強
度のための代表値を作成する。この目的で、例えば、ピクセルの適切なグループを使用し
て平均輝度を提供することが出来る。照射強度を使用して、利用可能な範囲を最適に活用
するよう、照射を制御することが出来る。１つの実施例として、光源の輝度またはオンタ
イムを、完全に照射されるピクセルの照射強度がＣＣＤモジュールのための焼付限界のわ
ずかに下になるよう、制御することが出来る。光源のオンタイムは、オン／オフ比を変え
ることにより制御する。測定毎に、前に取得した比を用いて、例えば経年変化による、照
射パラメータの変動がいずれも除かれるよう、照射強度を修正する。
【０１３６】
　？？　汚れおよびピクセル偏差についての補償
　さらなる実施態様において、センサの機械的構造を、例えば、実計量ストロークを実行
する前の休止段階など、明確な段階において、動作可能なピクセル範囲の全体またはその
大部分を照射するよう、構築することが出来る。可能な実施態様は、例えば、影生成体の
磁石に面する影画定エッジを鑑定のため使用することで、これにより、影画定体はストロ
ーク運動の間にセンサの上を掃引して、前の休止位置で照射されていたＣＣＤセルの領域
を暗くする。この段階で、関係するピクセルの輝度を判定して個別に基準メモリ内に格納
することが出来る。例えば、理想的な値からの個別のピクセルについての測定値からの偏
差などを、修正の形で補償することが出来る。能動運動段階の間、各ピクセルの輝度を先
ず修正し、その次にのみ、測定毎に前に得られる基準値を用いてさらに処理する。この手
順によって、製造工程により持ち込まれる個別ピクセルの感度における偏差を補償し、精
度または動作の信頼性を改善することが可能である。
【０１３７】
　当然ながら、ＣＣＤ受信部セルも２列以上に配置して、重複により、例えば、汚れによ
るなどの低下に対する安全性を増大するか、または、平均により測定の精度を増大するこ
とがある。特別に大きいストローク長のためには、個別ラインの測定範囲を、単一ライン
の機能的限度を超えて広げるため、２つ以上のＣＣＤラインを組み合わせることが出来る
。
【０１３８】
磁石出力および熱出力の合致
　運動制御磁気駆動定量ポンプの利点を、特に低速運動乃至休止運動において、活用する
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ため、とりわけ磁石出力、および既に上述したハウジング内側の内部ファンを用いる能動
冷却を考察しなければならない（「磁石およびその他のコンポーネントの冷却」の項を参
照）。
【０１３９】
　磁気駆動定量ポンプにおいて通常生じる基準にしたがう磁石出力は、運動制御作動の下
で変更を加えることなく動作するときは、狭い範囲においてのみ適切である、もっと広い
範囲にわたって制御を可能にするためには、磁石電流が極めて迅速に変動する最悪の場合
においてさえも、機械的なコンポーネントの自然な移動に対し反応することが出来ること
が重要である。
【０１４０】
　しかし、先行技術の構造においては、磁化コイル２の高誘導性がこれに抵し、それによ
り、約２０－５０ｍｓの時間の後、磁流ＩＭによる名目値に達するのみである。この正常
出力は、巻線２９（オーム抵抗、誘導性）の電圧およびインピーダンスとの協働が、ほぼ
所望の電流を与えるように、選択される。単純な場合には、この電流は機械のための供給
電圧により、おそらくは許容誤差をこれから差し引いて、与えられる。電流が制御された
実施態様では、最小に予想された供給電圧のためにも電流の流れが保証されるよう、寸法
を選択するので、高い電圧については前もって設定する値に制御回路が制限する。
【０１４１】
　磁石が運動の制御に適しているときは、遙かに少ない数の巻線が選択され、磁流が最短
時間で影響を受けるようにしなければならない。巻線空間を均等に使用するときは、巻線
数（Ｎ）の低減係数は抵抗および誘導性に２乗の効果を有し、これが不変電圧のためＮ２

の比で電流上昇率を上昇させる。このような磁力についての電力要求は、全体で動作電流
に達する時間はＮの係数だけ低減するよう、Ｎの比で上昇する。
【０１４２】
　以下の実施例において、これはさらに詳細に説明される。簡単にするため、磁化コイル
２のほぼ直線的な電流上昇、すなわち、純粋に誘導的な行動を想定する。先行技術の磁化
コイルは、そのインピーダンスのため、磁流を０．１Ａ／ｍｓだけ上昇させることが出来
る。必要な動作電流の２Ａには、従って電圧印加後２０ｍｓで達する。半分の時間（１０
ｍｓ）で動作電流に達すると、巻線数は半分になるのでワイヤの断面積は２倍にできる、
すなわち、線径をルート２の係数だけ増大することができる。誘導性および巻線抵抗は４
の係数だけ低下するので、電流上昇時間は不変電圧に関して０．４Ａ／ｍｓまで上昇する
。動作電流は４Ａまで２倍になり、元の時間（１０ｍｓ）の半分で達する。
【０１４３】
　制御能力は、自然運動を遅くすることに特に活用することが出来る。このことが磁流の
流れＩＭを、ほとんど連続作動に拡張するので、ストローク当たりのエネルギ損失は増大
する。記述する機能の何れを実施するかにより、これは、放散すべき熱を実質的に増大す
ることがある。この増大の程度次第で、熱放散を可能にする機械的構造の変化を伴う、拡
張基準を用いる熱設計が必要となる。この増大して長く続く磁石の動作電流ＩＭは、制御
電子部品４４でより大きいモジュールを使用することにより、考慮に入れなければならな
い。
【０１４４】
　位置センサを、ダイヤフラム運動の制御に関連して使用し、油圧性を改良し磁気駆動定
量ポンプの適用分野を広くすることは、経済的理由のため、磁気駆動定量ポンプの個別モ
ジュール全部の再設計のニーズに至ってはならない。既知のモジュールを大幅に再使用す
ることが出来ることに注意しなければならない。これは搭載モジュールについても当ては
まり、その構造は、非制御の磁気駆動定量ポンプに既に使用している部品は制御磁気駆動
定量ポンプにおいても使用出来ることを保証しなければならない。
【図面の簡単な説明】
【０１４５】
【図１】制御された磁石を有する磁気駆動定量ポンプの断面図を示す。
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【図２】位置センサの分解図を示す（図１における区画Ｘの拡大図）。
【図３】位置制御回路のコンポーネントを示す。
【図４】速度制御回路のコンポーネントを示す。
【図５】位置センサの軸方向の上面図を示す。
【図６】軸に対し右の確度から見た位置センサの側面図を示す。
【図７】位置センサの影領域の説明図を示す。
【図８】実影遷移領域におけるピクセルの輝度値を示す。
【図９】幾何学的配置に基づく位置センサ測定の説明図を示す。
【図１０】位置分解能の補間を示す。
【図１１】位置分解能の補間のための算出基礎の説明図を示す。
【図１２】機械的なストローク長、および動作圧力として計量性の説明図を示す。
【図１３】冷却概念の説明図を示す。
【図１４】プライミングでキャビテーション保護のある計量工程のオシログラムを示す。
【図１５】キャビテーション保護のない計量工程のオシログラムを示す。
【図１６】ストローク長を電子的に０．９ｍｍに制限した計量工程のオシログラムを示す
。
【図１７】終点のバッファ衝突が抑制された計量工程のオシログラムを示す。
【図１８】低速計量を用いる計量工程のオシログラムを示す。
【図１９】プライミング上でキャビテーション保護のある低速計量における計量運動およ
び付随する磁流要求の説明図を示す。
【符号の説明】
【０１４６】
１　ハウジング
２　磁化コイル
３　ハウジングリブ
４　床板
５　ハウジングカバー
６　ハウジングカバー内の電子部品
７　調節部材
８　ストローク調節ピン
９　カバー
１０　制御ライン
１１　歯車（減速歯車）
１２　計量ヘッド
１３　ダイヤフラム
１４　入口弁
１５　出口弁
１６　計量チャンバ
１７　磁石シュラウド
１８　縦軸
１９　連結ロッド
２０　スラスト部材
２１　Ｏリング
２２　スラスト部材の内面
２３　圧縮ばね（回復ばね）
２４　磁石シュラウドの内面
２５　磁石板
２６　押圧ヘッド側ブッシュ
２７　スラスト部材側ブッシュ
２８　カバー
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２９　コイル巻線
３０　ダイヤフラムコア
３１　センサキャリア
３２　受信部、ＣＣＤモジュール
３３　光源
３４　開口部
３５　基準素子としての影画定体
３６　位置センサ
３７　微分器
３８　名目値設定
３９　名目－実際の比較
４０　ＰＩＤ調整
４１　位置修正
４２　増幅器
４３　ファン
４４　制御電子部品
４５　電力モジュール
４６　空気流出口開口部
４７　ファンの空気流
４８　位置センサ用部分空気流
４９　ハウジングカバー内電子部品用部分空気流
５０　連結金具
５１　コイルキャリア
ＳＶ　影プロファイル
ｈ　明るい領域
ｄ　暗い領域
＃５８．．．．＃６５　ＣＣＤのセル（ピクセル）
Ｈ　ピクセルの輝度
Ｈｖ　比較閾値（ＶＳ）の輝度
Ｈｌ　ＶＳとの交点の左にあるピクセル（左側隣接ピクセル）の輝度
？Ｈｌ　左側隣接ピクセルと比較閾値の輝度値との間の輝度の相違
Ｈｒ　ＶＳとの交点の右にあるピクセル（右側隣接ピクセル）の輝度
？Ｈｒ　右側隣接ピクセルと比較閾値の輝度値との間の輝度の相違
？ｘｌ　左側隣接ピクセルの中間線の、ＶＳとの交点に対する位置分離
？ｘｒ　右側隣接ピクセルの中間線の、ＶＳとの交点に対する位置分離
ｘ１　影画定体とＣＣＤ面との間の距離
ｘ２　影画定体と光源の間の距離
ｘ３　ＣＣＤ面と光源との間の距離
Ｐ１　動作圧力Ｐ１

Ｐ２　動作圧力Ｐ２

Ｐ３　動作圧力Ｐ３

Ｐ４　動作圧力Ｐ４

ｘＴ１　動作圧力Ｐ１に関するデッド領域
ｘＴ２　動作圧力Ｐ２に関するデッド領域
ｘＴ３　動作圧力Ｐ３に関するデッド領域
ｘＴ４　動作圧力Ｐ４に関するデッド領域
Ｓ　実際の影画定体の運動
Ｓ’　投影された影画定体の運動
Ｄ　計量性
ＨＬ　機械的ストローク長
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ＳＧ　コントローラ出力
ＫＳＧ　修正コントローラ出力
ｋ１　位置依存位置電流修正のための係数
ｋ２　性能増幅器のための係数
ｋ３　速度信号の偏差のための係数
ｘｓ　スラスト部材の位置に関する名目値
ｘＩ　スラスト部材の位置に関する実値
ｘＳＩ　スラスト部材の位置に関する制御偏差
Ｖｓ　スラスト部材の速度に関する名目値
ＶＩ　スラスト部材の速度に関する実値
ＶＳＩ　スラスト部材の速度に関する制御偏差
ＰＯＳ　ダイヤフラムにおける制御信号
ＥＰＯＳ　ダイヤフラムにおける制御信号のための終点緩衝装置
ＩＭ　磁流
ＩＭｏ　ダイヤフラムにおける磁流のゼロ位置

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】
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【図１５】

【図１６】

【図１７】

【図１８】

【図１９】
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